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第1章
序論

1.1 本論文の背景
Beyond 5G/6Gの時代（2030年～2040年）における日本では，2040年には人

口が約 1億 1100万人にまで減少し，現時点における居住地域の約 2割が無居住化
すると予測されている [1]．それに伴い，生産年齢人口の減少による生産力維持
の難化を始め，条件不利地域への遠隔医療や自動運転，ネット通販の爆発的な需
要拡大といった社会構造を不安定化させる様々な課題が顕在化すると予想される．
このような状況を想定した通信の在り方として，近年では 6Gにおいて通信衛星
や高高度プラットフォーム（HAPS: High-Altitude Platform Station）等の飛翔
体を構成要素とする非地上系統合ネットワークの役割が重要視されている [2, 3]．
非地上系統合ネットワークはこれまで地上系とは独立してアーキテクチャが構築
されており，地上系との接続に関する標準化は成されていなかった．一方，3rd

Generation Partnership Project（3GPP）での標準化においては，2017年 3月よ
りRelease 17では非地上系統合ネットワークと 5G/Beyond 5G間の連携に関する
技術検討が進行しており [4, 5]，Release 18では衛星バックホール回線のBeyond

5G/6G網への組込が仕様化検討項目として掲げられている [6]．前述した標準化
が完了すると，非地上系統合ネットワークにBeyond 5G/6Gユーザのトラヒック
が大量に流れるようになるとともに，非地上系統合ネットワークのユースケース
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第 1章 序論

が多様化するため，将来的に非地上系統合ネットワークへの通信要求の増加や多
様化が想定される [7–9]．
一方，非地上系統合ネットワークを構成する衛星で主に使用されるKa帯等の

高周波数帯については，固定通信や移動通信等の地上回線と衛星回線の共用化が
進んでおり，周波数帯域の制約が厳しくなることが懸念されている．さらに，衛
星やHAPSは通信リソース制御の切替における時間間隔が地上系に比べて長く，
その時間間隔の最小値を制御周期としても，時々刻々と変動する地上ユーザ端末
群からの通信要求に対するリソース割当により生じる通信リソースの無駄が最小
化される保証はない [10]．特に，衛星ではビーム単位で通信リソース割当が実行
されるため，ビーム内に多数の地上ユーザ端末が分布する状況では，各地上ユー
ザ端末における通信要求量の変動の相関が低いほど通信リソース割当の調整は困
難になる．したがって，今後 Beyond 5G/6G網への接続が期待される非地上系
統合ネットワークでは，地理的かつ時間的に変動する通信要求量に合わせて，有
限の周波数帯域内で通信リソースを動的に割り当てることが求められる．そこで
本研究では，地上ユーザ端末群からの通信要求量の地理的かつ時間的な変動に対
応可能とする非地上系統合ネットワークを用いた動的リソース制御について検討
する．
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1.2 本論文の目的
本研究は，衛星や飛翔体等で構成される非地上系統合ネットワークにおいて，

地上ユーザ端末群からの通信要求に基づいて効率的に通信リソースの割当を行う
ための動的リソース制御方式を構築することが目的である．前述の通り，構築す
る動的リソース制御方式は地上ユーザ端末群からの通信要求量の地理的かつ時間
的な変動に対応可能とするものであり，衛星や飛翔体等における通信リソース制
御上の切替周期や地上ユーザ端末群からの通信要求量の地理的分布等をパラメー
タとして反映するとともに，それらパラメータが通信性能に与える影響について
相互関係を明確化することで，高いリソース利用効率を実現する．また，提案方
式について従来方式との比較評価によって有効性の確認を行うほかに，提案方式
を用いた際の性能について数学的解析を行う．上記に従って研究に取り組むこと
で，現在の非地上系統合ネットワークが抱える問題を解決する次世代の非地上系
統合ネットワークにおける動的リソース制御方式を確立する．
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図 1.1: 本論文を構成する各研究の位置付け

1.3 本論文の構成
本論文の構成は以下の通りである．
第 1章は序論であり，本論文の背景とその目的について述べるとともに，本論

文を構成する各研究の位置付けを明確化する．第 2章では，衛星打ち上げ後にお
いても衛星ビームの指向性および配置位置を制御可能な機能としてDBF（Digital

Beam Forming）に注目し，DBF搭載型衛星通信システムを用いた送信電力とビー
ム指向性の融合制御方式を構築する．第 3章では，非地上系統合ネットワークに
おける通信要求予測を基にしたリソース制御の動的スケジューリングについて提
案する．第 4章では，非地上系統合ネットワークにおける双方向中継伝送の効率
化に向けた飛翔体の送信電力制御方式を設計する．第 5章は結論であり，本論文
のまとめである．なお，本論文を構成する第 2章～第 4章の研究はそれぞれ，非
地上系統合ネットワークにおいて図 1.1に示すような位置付けとなる．
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第2章
衛星通信システムを用いた送信電力
及びビーム指向性の融合制御

2.1 はじめに
本章では，衛星ビームの指向性および配置位置を制御可能なDBF（Digital Beam

Forming）に着目し，DBF搭載型衛星通信システムを用いた送信電力とビーム指
向性の同時制御方式にマルチビーム配置制御を融合した柔軟性の高い電力リソー
ス割当へ適用可能なスループット算出モデルを構築する．その上で，衛星カバー
エリア内におけるトラヒック要求量に対する総スループットの比率を最大化する
ために，DBF搭載型衛星により照射される各ビームの送信電力とビーム指向性，
配置位置の最適化を図る電力リソース割当モデルを提案する．
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DBF搭載型HTS ユーザリンク帯域を複数分割し，

地理的に離れたビーム間では

同一周波数帯域を再利用

図 2.1: 想定する衛星通信システムの全体像© 2020 IEICE

2.2 想定システムとその課題
2.2.1 想定システム

想定するDBF搭載型衛星通信システムの全体像を図 2.1に示す．本研究では，
複数本のビームで通信環境を提供し，ビームごとに割り当てる周波数帯域を繰り
返し利用することで周波数利用効率の向上を図るハイスループット衛星（HTS:

High Throughput Satellite）を想定する [11]．HTSの使用周波数帯はKa帯とし，
ユーザリンクに割り当てられた周波数帯域は複数に分割する [12]．その上，隣接
ビーム間では異なる周波数帯域を利用し，地理的に離れた箇所に位置するビーム
間では同一周波数帯域を再利用することとする．また，フィーダリンクにはGW

（Gateway）と NOC（Network Operation Center）が接続され，NOCは地上端
末から一定時間毎に受信したトラヒック要求情報を基に各ビームの送信電力，送
信アンテナ利得，ビーム中心の配置位置を設定し，各地上端末はこれらの設定に
よって割り当てられたリソースを使用して通信を実施するものとする．
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図 2.2: 送信電力が同一周波数ビーム間干渉に及ぼす影響

図 2.3: ビーム指向性が同一周波数ビーム間干渉に及ぼす影響
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なお，本研究でHTSへの搭載を想定しているDBFは，ディジタル信号処理を
通して所望のアンテナパターンを高速かつ並列的に作成することで複数本のビー
ムを形成する機能である [13–16]．HTSに複数設置された各アンテナ素子で送受
信する通信信号に対して振幅と位相それぞれの重みを付け，それにより生成され
た素子信号を合成することで，アンテナを機械的に回転移動させることなく複数
本のビームを異なる方向に照射し，フレキシブルにビーム形状を形成することが
できる．

2.2.2 DBF搭載型衛星通信システムにおけるリソース制御上の
課題

近年ではDBF機能をHTSに搭載し，通信リソース割当の効率化に向けて様々
な研究が行われている．DBF搭載型HTS通信システムにおける電力リソース割
当の変更が可能な主な制御パラメータは各ビームの送信電力 [17, 18]，ビーム指
向性（送信ピーク利得） [19,20]，配置位置 [21–23]である．しかし，これまでに
提案されてきた電力リソース割当モデルに関しては，いずれかの制御パラメータ
のみに焦点を当てた検討に留まっており，トラヒック要求量の地理的分布の変化
への適応が困難であった．
送信電力制御においては，図 2.2に示すように，衛星ビームの照射カバー範囲

内でのトラヒック要求量の量的変化に応じて，衛星の各ビームの送信電力を動的
に変更することで電力リソースの割当効率を向上する制御方式も検討されている．
しかしながら，ビーム指向性が衛星のアンテナ構成及び機能のみに依存するため，
各ビームのカバーエリア内におけるトラヒック要求量の地理的偏りに応じた電力
リソース配分が困難である．
また，ビーム指向性制御においては，図 2.3に示すように，ビーム指向性を低

下させる場合では，同一周波数帯域を持つビーム間で発生する電波干渉による影

8
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図 2.4: 同一周波数ビーム間の距離が電波干渉に及ぼす影響

響の増大によって，信号品質の劣化を誘起しやすいという課題がある．さらに，
ビーム指向性を高める場合では，ビーム中心部外の領域において電力リソース割
当量が減少し，通信要求を満足することが困難となる．
一方，衛星ビームの配置位置制御においては，電力リソース割当上の懸念点が

2つ存在する．一つは，同一周波数帯域を持つ次隣接ビーム間の距離が電波干渉
に与える影響についてである．図 2.4に示すように，衛星から照射される電波は
ビーム中心で最も強く，ビーム中心から離れるほど減衰していくのが一般的であ
るが，同一周波数帯域を持つ次隣接ビーム間の距離 dsameが短いほど電波干渉の
影響による減衰は大きくなるため，受信信号品質を示すダウンリンク信号対雑音
干渉比（SINR: Signal to Interference plus Noise Ratio）が減少する．
もう一つは図 2.5に示すように，異なる周波数帯域の隣接ビーム間の距離とダ

ウンリンク SINRの関係が地上端末のビーム選択に与える影響についてである．
衛星通信サービスを利用する地上端末は，ユーザリンクを介してダウンリンク

9
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(a) ddiff が長い場合
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図 2.5: 異なる周波数帯域を持つ隣接ビーム間の距離 ddiffとダウンリンク SINRの
関係が地上端末のビーム選択に与える影響© 2020 IEICE
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図 2.6: DBF搭載型衛星を用いた送信電力・ビーム指向性の融合制御の概要図

SINR値が最大のビームの電波を選択する．そのため，異なる周波数帯域を持つ
隣接ビーム間の距離 ddiffが縮小すると，各ビームにおけるダウンリンク SINR値
の高い領域が互いに重なるため，カバーエリア全体の総スループットは低下する．
無論，通信要求の地理的分布の変化に合わせた柔軟性の向上に向けて，DBF搭

載型HTSにおける各ビームの送信電力，ビーム指向性，配置位置を融合制御す
ることで，トラヒック要求量の地理的分布の変化に適応する柔軟性が向上される
のは予想しやすい．しかし，送信電力，ビーム指向性，配置位置の組み合わせ次
第でスループットの位置特性は異なり．これら制御パラメータの組み合わせ値と
HTSの全カバーエリアにおける総スループット間の定量的関係を明らかにした先
行研究は存在しない．そのため，DBF搭載型HTS通信システムにおいて，上記
の定量的関係を明瞭にし，各ビームの送信電力，ビーム指向性，配置位置の融合
制御へ適用可能な電力リソース割当モデルを独自に構築する必要がある．
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DBF搭載型HTS

図 2.7: DBF搭載型HTSのビーム配置パターン

2.3 DBF搭載型衛星通信システムを用いた送信電力・
ビーム指向性の融合制御方式

本節では，図 2.6に示すようなDBF搭載型HTS通信システムを用いた送信電
力とビーム指向性，配置位置の融合制御を可能とする電力リソース割当モデルに
ついて提案する．はじめに，DBF搭載型HTS通信システムを用いた電力リソー
ス割当に関する先行研究の課題を指摘し，本研究で提案する融合制御を用いた
電力リソース割当の必要性について述べる．次に，DBF搭載型HTS通信システ
ムに融合制御を適用した場合のスループット算出モデルを設計する．最後に，ト
ラヒック要求量に対するスループットの比率を示すトラヒック収容率の最大化を
目的とする各ビームの送信電力とビーム指向性，配置位置の最適化を図る電力リ
ソース割当モデルを提案する．
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位置

3dB

図 2.8: 衛星ビームの送信アンテナ利得の位置的関係

2.3.1 DBF搭載型衛星通信システムのスループット算出モデル

本項では，DBF搭載型HTS通信システムにおいて送信電力とビーム指向性の
同時制御とマルチビーム配置制御を融合した電力リソース割当への適用が可能な
スループット算出モデルの定式化を行う．
はじめに，DBF搭載型HTSのビーム配置パターンを図 2.7に示す．本研究で

は，x軸方向に 1行あたりNj本のビームを配置し，その連続したビームの行を y

軸方向にNi列並べる．また，DBF搭載型HTSの全カバーエリアは xcv × ycvの
方形領域とする．そして，合計NiNj本のビームの中心がDBF搭載型HTSの全
カバーエリア xcv × ycv内に収まるように配置する．以後，DBF搭載型HTSにお
けるビーム数および全カバーエリアはN (= NiNj)，Sall (= xcv × ycv)と記す．
次に，DBF搭載型HTSにより照射されるビーム指向性を定義づける．ビーム

指向性の主な指標であるビーム bの送信ピーク利得をGpeak
b と表すと，Gpeak

b は次
式で与えられる [13]．

Gpeak
b = η

(
70π

θ3dBb

)2

(2.1)
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ここで，ηはそれぞれアンテナ開口能率を示す．θ3dBb はビーム bにおける 3dBビー
ム幅であり，図 2.8に示すように，θ3dBb とGpeak

b 間には反比例の関係がある．な
お，θ3dBb は送信ピーク利得から 3dB低い位置とビーム中心間の角度幅に相当し，
光速 c，搬送周波数 f，アンテナ径Dが関係する制約 θ3dBb ≥ 70c/fDの下でDBF

機能を適用することによって制御できる．また，地上端末の位置 (x, y)における
ビーム bの送信アンテナ利得Gb,(x,y)は，Gpeak

b を用いることで次式のように表さ
れる． [

Gb,(x,y)

]
=
[
Gpeak

b

]
− 12 · G

peak
b

η

(
θb,(x,y)
70π

)2

(2.2)

なお，[q]は qの dB値を表す．θb,(x,y)はビーム bの中心座標 (xctrb , yctrb )と地上端末
の位置 (x, y)の間の角度幅を示しており，地上-衛星間距離 hGEOを用いて次式で
算出される．

θb,(x,y) = tan−1

√
(x− xctrb )2 + (y − yctrb )2

hGEO

(2.3)

さらに，フォワードリンクにおけるアップ/ダウンリンクの SINRについて定式
化し，地上端末のスループットを算出する．本研究では，DBF搭載型HTSがユー
ザリンク（ダウンリンク）と接続する地上端末に対して電力リソースを直接割り
当てる想定であるため，アップリンク SINR（SINRUp）は一定とする．一方，位
置 (x, y)に分布する地上端末におけるビーム bのダウンリンク SINRを SINRDown

b,(x,y)

と表すと，SINRDown
b,(x,y)は次式によって導出される [24]．[

SINRDown
b,(x,y)

]
= [Pb] +

[
Gb,(x,y)

]
+ [GR] + [L]

−

kTnBn +

 ∑
f lbl
u =f lbl

b

PuGu,(x,y)

GRL

 (2.4)

ここで，Pbはビーム bの送信電力，GRは地上端末の受信アンテナ利得，Lはダ
ウンリンク伝搬損失，kはボルツマン定数，Tnは地上端末のアンテナ雑音温度，
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Bnは雑音帯域幅を示している．なお，右辺第 5項内の右項は，ビーム bにおける
周波数帯域 f lbl

b と同一の周波数帯域を持つビームからの電波干渉による影響の大
きさを表す．その上，位置 (x, y)に分布する地上端末において，アップリンクと
ダウンリンクで構成される衛星通信回線の総合的な SINRを SINRTotal

(x,y) と表すと，
SINRTotal

(x,y) はアップ/ダウンリンクの SINR値を用いて次式で求められる [25]．

SINRTotal
(x,y)

−1
= SINRUp−1

+ SINRDown
(x,y)

−1
(2.5)

なお，SINRDown
(x,y) については次式に示す通り，位置 (x, y)に分布する地上端末は全

N 本のビームの内，SINRDown
b,(x,y)が最大であるビームのみから受信することを表し

ており，複数ビーム間の配置関係の変化に伴って地上端末の選択するビームが替
わる場合に対応している．[

SINRDown
(x,y)

]
= max

1≤b≤N

[
SINRDown

b,(x,y)

]
(2.6)

以上の過程により導出された SINRTotal
(x,y) およびダウンリンク周波数帯域幅 BW

を用いることで，位置 (x, y)に分布する地上端末のスループット tasn(x,y)が求まる．

tasn(x,y) = BW · log2(1 + SINRTotal
(x,y) ) (2.7)

2.3.2 通信要求に応じた送信電力・ビーム指向性の融合制御方式

本項では，DBF搭載型HTS通信システムを用いた電力リソース割当の柔軟性
を向上するために，トラヒック要求量の地理的分布に対応した全ビームの送信電
力とビーム指向性，配置位置の組み合わせ最適化を行う．なお，本研究における
組み合わせ最適化問題の目的関数は，DBF搭載型HTSのカバーエリア内におけ
るトラヒック要求量に対する総スループットの比率を示すトラヒック収容率 Tacc

とし，次式で定義する．

Tacc =
1

Sall

N∑
b=1

∫∫
Sb

min{tasn(x,y), t
req
(x,y)}

treq(x,y)

dxdy (2.8)
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ここで，Sbはビーム bのカバーエリア，treq(x,y)は位置 (x, y)に分布する地上端末の
トラヒック要求量を示す．なお，地上端末のスループット tasn(x,y)がトラヒック要求
量 treq(x,y)以上である位置 (x, y)については，その地上端末に対して treq(x,y)と同量の
電力リソースが割り当てられるものとする．
そして，トラヒック収容率 Taccを最大化する各ビームの送信電力とビーム指向

性，配置位置の最適な組み合わせをCopt
beamとすると，このCopt

beamを求める最適化
問題 U は以下のように定式化できる．

U : Copt
beam = arg max

Cbeam

Tacc (2.9)

Cbeam =
{
[Pb] ,

[
Gpeak

b

]
, (xctrb , yctrb ) | 1 ≤ b ≤ N, b ∈ N

}
(2.10)

s.t.

N∑
b=1

Pb ≤ Ptotal (2.11)

[Pb] +
[
Gb,(x,y)

]
≤ EIRPul (2.12)

θ3dBb ≥ 70
c

fD
(2.13)

∀xc(xc = xcpi,Ni+i = xcpNi+i,2Ni+i = · · · = xcpNi(Nj−2)+i,Ni(Nj−1)+i,

∧ 0 ≤ xc ≤ xcv ∧ 1 ≤ i ≤ Ni),

0 ≤ ycpi,Ni+i ≤ ycpNi+i,2Ni+i ≤ · · · ≤ ycpNi(Nj−2)+i,Ni(Nj−1)+i ≤ ycv (2.14)

∀yc(yc = ycpNi(j−1)+1,Ni(j−1)+2 = ycpNi(j−1)+2,Ni(j−1)+3 = · · · = ycpNij−1,Nij

∧ 0 ≤ yc ≤ ycv ∧ 1 ≤ j ≤ Nj),

0 ≤ xcpNi(j−1)+1,Ni(j−1)+2 ≤ xcpNi(j−1)+2,Ni(j−1)+3 ≤ · · · ≤ xcpNij−1,Nij
≤ xcv (2.15)[

PaGa,(xcp
a,b,y

cp
a,b)

]
−

[(∑
fu=fa

PuGu,(xcp
a,b,y

cp
a,b)

)
+
kTnBn

GRL

]
=

[
PbGb,(xcp

a,b,y
cp
a,b)

]
−

[(∑
fv=fb

PvGv,(xcp
a,b,y

cp
a,b)

)
+
kTnBn

GRL

]
(2.16)
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ただし，Cbeamは各ビームの送信電力とビーム指向性，配置位置の組み合わせを
示し，Ptotalは DBF搭載型 HTSの総送信電力を表している．ここで，(2.11)は
DBF搭載型HTSの総送信電力 Ptotalの中で全ビームに対して送信電力を割り当
てるという制約である．また，他衛星システムへの過度な電波干渉を抑える必要
があるため，(2.12)に示すように各ビームの送信電力と送信アンテナ利得のデシ
ベル和である等価等方輻射電力 (EIRP: Equivalent Isotropically Radiated Power)

がその上限値EIRPulを超過しない制約を設ける [26]．(2.13)は 2.3.1項にて述べ
たDBFの制御上の制約条件である．また，(xcpb,b′ , y

cp
b,b′)は隣接ビーム b, b′間のダウ

ンリンク SINR値が同値となる交点の座標を表し，通信リソースの利用効率の低
下を抑制するビーム配置上の制約条件 (2.14)，(2.15)の下で，(2.16)で示される
(xcpb,b′ , y

cp
b,b′)の描く全ての軌跡曲線によって，ビーム bのカバーエリア Sbは一意に

定まる．

2.4 性能評価
本節では，DBF搭載型HTS通信システムを利用した送信電力とビーム指向性

の同時制御とマルチビーム配置制御を融合した電力リソース割当モデルの有効性
を確認するために数値解析を実施する．2.4.1項では数値解析の評価環境および評
価方法について説明する．2.4.2項ではトラヒック収容率 Taccを指標とした評価
結果を基に，HTSの各DBF制御方式を適用した電力リソース割当モデルと比較
し，本研究で提案する各ビームの送信電力，ビーム指向性，配置位置の融合制御
に適用可能な電力リソース割当モデルの有効性を確認する．
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DBF搭載型HTS

図 2.9: 解析評価用ビーム配置パターン

2.4.1 評価環境

本数値解析では，DBF搭載型HTSの全カバーエリアは 1,280km×1,280kmの正
方領域とし，図 2.9に示すように，このカバーエリア内にDBF搭載型HTSのビー
ムを x軸方向に 1行毎に 3本配置し，その連続したビームの行を y軸方向に 3列
並べた．ただし，同色ビームには同一周波数帯域を再利用するものとする．また，
DBF搭載型HTSの全カバーエリアを表現したグリッド平面は単位グリッド当たり
20 km×20 kmの正方領域で構成し，トラヒック集中地域内における位置 (x, y)の
トラヒック要求量 tconc(x,y)は，その中心位置でのトラヒック要求量 ζを 5.0 · 1012 bps

に設定し，平均ベクトル (µx;µy)が (0; 0)，分散共分散行列 (σ2
x σxy; σxy σ2

y)が
1.5 · 104E2以上 4.5 · 104E2以下の範囲（En: n行 n列の単位行列）によって組成
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される 2次元正規分布で模擬した．

tconc(x,y) =
ζ

2π|Σxy|1/2
exp

{
−1

2
(x− µxy)

TΣxy
−1(x− µxy)

}
(2.17)

なお，単位グリッド当たりのトラヒック要求量については，同一の単位グリッド内
において重複分のトラヒック集中地域によるトラヒック要求量の総和で算出して
いる．また，トラヒック要求量 treq(x,y)の地理的分布については，DBF搭載型HTS

の全カバーエリア内に同一のトラヒック集中地域の発生数 ntrf を 10∼ 30ヵ所の
範囲で分布させ，それぞれのトラヒック集中地域の配置をランダムに決定した 75

ケースで解析評価を実施した．比較対象は，下記 5種類の制御方式を伴った電力
リソース割当モデルとした．

• 従来方式A 打ち上げ後無制御（ベントパイプ型衛星）

• 従来方式B マルチビーム配置制御

• 従来方式C ビーム指向性制御

• 従来方式D 送信電力・ビーム指向性の同時制御

• 提案方式P 送信電力・ビーム指向性・配置位置の融合制御

なお，従来方式A，C，D適用時のビーム配置については，下記の各ビームの中心
座標 (xctrb , yctrb )に示すように，1,280 km×1,280 kmのカバーエリア内に各ビーム
の中心を等間隔に配置した．一方，従来方式A，B適用時における各ビームの送
信ピーク利得 [Gpeak

b ]は [Gmax]と同値とし，各ビームの送信電力 [Pb]は，全ビー
ム間で等分配されるように送信 EIRPの上限値 EIRPulから [Gmax]を差し引いた
大きさとした．
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 xctr1 xctr2 xctr3

xctr4 xctr5 xctr6

xctr7 xctr8 xctr9

 =

 213.3 640 1066.7

213.3 640 1066.7

213.3 640 1066.7

 (2.18)

 yctr1 yctr2 yctr3

yctr4 yctr5 yctr6

yctr7 yctr8 yctr9

 =

 213.3 213.3 213.3

640 640 640

1066.7 1066.7 1066.7

 (2.19)

また，組み合わせ最適解の算出にはシミュレーテッド・アニーリング（SA: Sim-

ulated Annealing)の一種である指数型アニーリングを使用している．組み合わせ
最適化問題Uにおける制約条件は関数化させ，それらをペナルティ関数として目
的関数に取り込み，下式に示すような無制約条件下での最適化問題に置き換えて
いる [27, 28]．その他の設定パラメータは表 2.1に示す．

V : Copt
fus = arg min

Cfus

φ (2.20)

Cfus =
{
[Pb] ,

[
Gpeak

b

]
, (xctrb , yctrb ) | 1 ≤ b ≤ N

}
(2.21)

s.t. φ = −Tacc + µ

{( N∑
b=1

Pb − Ptotal

)2
+
+

N∑
b=1

([
Gpeak

b

]
− [Gmax]

)2
+

+
N∑
b=1

(
[Pb] +

[
Gb,(x,y)

]
− [EIRPul]

)2
+

+

Ni−1∑
i=1

Nj∑
j=1

(
xcpNi(j−1)+i,Ni(j−1)+i+1 − x

cp
Ni(j−1)+i+1,Ni(j−1)+i+2

)2
+

+

Ni∑
i=1

Nj−1∑
j=1

(
ycpNi(j−1)+i,Nij+i − y

cp
Nij+i,Ni(j+1)+i

)2
+

}
(2.22)

xcpNij,Nij+1 = xcv, y
cp
Ni(Nj−1)+i,NiNj+i = ycv (2.23)

1 ≤ i ≤ Ni, 1 ≤ j ≤ Nj (2.24)
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表 2.1: 送信電力とビーム指向性の融合制御に係る評価パラメータ設定
パラメータ 値
ビーム数 (N) 9

周波数繰り返し数 3

DBF搭載型HTSの総送信電力 (Ptotal) 3 kW

等価等方輻射電力の上限値 (EIRPul) 73 dBW

ダウンリンク周波数帯域幅 (BW) 50MHz

ダウンリンク周波数帯 (f) 20GHz

衛星アンテナ開口能率 (η) 0.5

衛星アンテナ径 (D) 2.5m

送信アンテナ利得の最大値 ([Gmax] = [η(πfD/c)2]) 51 dBi

アップリンク SINR (SINRUp) 20 dB

地上から衛星までの距離 (hGEO) 35,786 km

ボルツマン定数 (k) -228.6 dB

ダウンリンク伝搬損失 (L) -213.49 dB

地上端末のアンテナ雑音温度 (Tn) 29 dB

地上端末の受信アンテナ利得 (GR) 40 dBi

雑音帯域幅 (Bn) 80.9 dB

HTSの全カバーエリア (Sall = xcv × ycv) 1,280 km×1,280 km

グリッド面積 20 km×20 km

トラヒック集中地域の中心位置
5.0 · 1012 bps

におけるトラヒック要求量 (ζ)

トラヒック集中地域の平均ベクトル (µx;µy)

 0

0


トラヒック集中地域の分散共分散行列

1.5 · 104E2 ≤ Σxy ≤ 4.5 · 104E2
(Σxy = (σ2

x σxy; σxy σ2
y))

SAの初期温度 100◦C

SAの探索回数 100
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衛星カバーエリアの 衛星カバーエリアの

(a) ケース A

衛星カバーエリアの 衛星カバーエリアの

(b) ケース B

衛星カバーエリアの 衛星カバーエリアの

(c) ケース C

図 2.10: ntrf=26,Σxy = 3.0 · 104E2におけるトラヒック要求量 treq(x,y)の地理的分
布© 2020 IEICE
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図 2.11: ntrf = 26,Σxy = 3.0 · 104E2 における各ケースのトラヒック収容率
Tacc © 2020 IEICE

2.4.2 評価結果

はじめに，2.4.1項で設定したトラヒック集中地域 ntrfがDBF搭載型HAPSの
カバーエリア内に 26ヵ所分布するパターンにおいて，全 75ケースからランダム
に選択した図 2.10の 3ケースを評価環境として適用した際のトラヒック収容率
Taccを図 2.11に示す．ただし，この 3ケースに関しては，衛星カバーエリア全体
におけるトラヒック要求量 treq(x,y)の総和は同値であり，ケースAから順にトラヒッ
ク要求量 treq(x,y)の地理的分布の尖度が全体的に小さくなっている．本研究で提案
する融合制御方式Pは，全ケースにおいて最大のトラヒック収容率 Taccを記録し
ている点が確認できる．図 2.11の結果より，トラヒック要求量 treq(x,y)の地理的分
布の尖度が全体的に大きくなるほど，トラヒック要求量 treq(x,y)以上のスループット
が出る領域の拡大に伴って過剰割当による電力リソースの無駄が増加する．一方
で，トラヒック要求がより局所的に集中する箇所では所望のスループットが満た
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衛星カバーエリアの 衛星カバーエリアの

(a) Σxy = 2.0 · 104E2

衛星カバーエリアの 衛星カバーエリアの

(b) Σxy = 3.0 · 104E2

衛星カバーエリアの 衛星カバーエリアの

(c) Σxy = 4.0 · 104E2

図 2.12: 図 2.10（ケースC）でのトラヒック集中地域の分散共分散行列Σxyに応
じたトラヒック要求量 treq(x,y)の地理的分布
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◌̝

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.5 2 2.5 3 3.5 4 4.5

図 2.13: 図 2.10（ケースC）での分散共分散行列Σxyとトラヒック収容率 Tacc

されなくなるため，いずれの制御方式においてもトラヒック収容率 Taccは低下す
る傾向にある．また，可変とするDBF搭載型HTSの制御パラメータ数が多いほ
ど，同一周波数帯域を持つビーム間で発生する電波干渉が与えるスループットの
減少影響および異なる周波数帯域の隣接ビーム間の距離と SINRの関係が地上端
末のビーム選択に与える影響の大小を考慮した上で，トラヒック要求量 treq(x,y)の
地理的分布に合わせた柔軟な電力リソース割当が可能となるため，DBF搭載型
HTSの制御パラメータを単一で制御する場合よりもトラヒック収容率 Taccは改
善される．
さらに，衛星カバーエリア内に分布する各トラヒック集中地域の中心位置が同

一である状況下で，トラヒック集中地域におけるトラヒック要求量の地理的分布
に係る急峻度を示す分散共分散行列Σxyとトラヒック収容率 Tacc間の関係性を明
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トラヒック集中地域数

図 2.14: Σxy = 2.0 · 104E2におけるトラヒック集中地域数 ntrf とトラヒック収容
率 Tacc間の関係

らかにするためにのシミュレーションを実施した．図 2.12は，図 2.10のケース
Cでのトラヒック集中地域の分散共分散行列Σxyに応じたトラヒック要求量 treq(x,y)

の地理的分布の一例を示すグラフであり，このようなトラヒック要求の発生状況
下における分散共分散行列Σxy とトラヒック収容率 Tacc間の定量関係を図 2.13

に示す．図 2.12のグラフを通して，分散共分散行列Σxyの数値が増大するにつ
れて，トラヒック要求量 treq(x,y)の大きさはトラヒック集中地域の中心付近では減少
し，その中心付近から離れた領域では増加していることが分かる．この傾向を踏
まえ，図 2.13の評価結果からは，従来方式A，Bでは全衛星ビームの送信ピーク
利得が最大値で固定されるため，トラヒック要求量 treq(x,y)の地理的分布に係る急峻
度が小さい領域に対する電力リソース割当の柔軟性が低い故に，分散共分散行列
Σxy の増大に伴ってトラヒック収容率 Taccは減少する傾向があると読み取れる．
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一方，提案方式を含めた上記以外の制御方式に関してはDBFによる送信ピーク
利得の調整が可能であり，トラヒック要求量 treq(x,y)の地理的分布に係る急峻度が小
さい領域でも無駄なく電力リソースを割り当てることができるため，分散共分散
行列Σxyの増大とともにトラヒック収容率 Taccは向上される傾向にある．
最後に，Σxy = 2.0 · 104E2の場合でのトラヒック集中地域数 ntrfと各制御方式

の適用時におけるトラヒック収容率 Taccとの定量関係を表す解析結果を図 2.14

に示す．いずれの制御方式においても，衛星カバーエリア内に分布するトラヒッ
ク集中地域数 ntrfの増加に伴い，トラヒック収容率 Taccは減少していることが確
認できる．これは，トラヒック集中地域の分布数 ntrf が増えることによって，複
数のトラヒック集中地域間での部分的な重複によって衛星カバーエリア内のトラ
ヒック要求量 treq(x,y)が平均的に上昇する．このような傾向はトラヒック集中地域
数 ntrfの増加が顕著になるにつれて，トラヒック要求量に相当するスループット
を満足できない確率が高まるため，トラヒック収容率 Taccの減少度合いは徐々に
急峻になる傾向がある．
以上より，本研究で提案する融合制御方式を適用することで，様々なトラヒッ

ク要求量の地理的分布においてトラヒック収容率が向上することを確認した．
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2.5 まとめ
本章では，DBF搭載型HTS通信システムを用いた送信電力とビーム指向性の同

時制御とマルチビーム配置制御を融合した電力リソース割当へ適用可能なスルー
プット算出モデルを構築した．その上で，DBF搭載型HTSのカバーエリア内の
トラヒック要求量に対する総スループットの比率を示すトラヒック収容率の最大
化を目的とする各ビームの送信電力とビーム指向性，配置位置の最適化を図る電
力リソース割当モデルを提案した．提案した電力リソース割当モデルについて解
析評価を行った結果，DBF搭載型HTSのカバーエリア全体におけるトラヒック
要求量に対するスループットの比率を示すトラヒック収容率が向上することを明
らかにした．
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第3章
通信要求予測に基づくリソース制御の
動的スケジューリング

3.1 はじめに
本章では，非地上系統合ネットワークにおいてリソース割当により発生し得る

通信リソースの無駄を最小限に抑制するために，通信要求予測に基づくリソース
制御の動的スケジューリング方式を提案する．はじめに，本研究で想定するシス
テム構成および通信要求予測の仕組みについて述べる．次に，非地上系統合ネット
ワークにおける通信要求予測に基づくリソース制御上の課題を指摘する．そして，
通信要求予測モデルの更新とリソース制御の切替を動的に調整可能なスケジュー
リング方式について提案する．最後に，シミュレーション評価を通して提案方式
の有効性を確認する．
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図 3.1: 想定する非地上系統合ネットワークの全体像

3.2 想定システムとその課題
3.2.1 想定システム

図 3.1に本研究で想定する非地上系統合ネットワークの全体像を示す．ユーザ
リンク下では，複数分布する HAPS（High Altitude Platform Station）にそれ
ぞれMEC（Mobile Edge Computing）が搭載された状態を想定し，各HAPSで
MECを用いて近傍のユーザ端末群におけるトラヒック要求量の時間変動をLSTM

（Long Short-Term Memory）で予測し，その予測結果を連続的に衛星回線経由で
NOC（Network Operation Center）へ伝送する．各 HAPSでは必要に応じて通
信要求予測を一旦中断し，中断した時点までに取得した近傍のユーザ端末群にお
けるトラヒック要求量の実際値を入力データとして追加の上，新たに通信要求予
測モデルを自動更新する．一方，フィーダリンクには GW（Gateway）と NOC

（Network Operation Center）が接続される状況を想定し，NOCはHAPSから連
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図 3.2: リソース制御切替タイミング最適化モデルを適用可能な制御方式の一例

続的に受信したトラヒック要求量の予測結果を基に直近におけるリソース制御の
切替タイミングを決定する．また，リソース制御の切替タイミングに合わせて再
度リソース制御を実行し，ユーザリンク下の HAPSに対して通信リソースを割
り当てる．本研究で想定する通信要求予測が適用可能なリソース制御としては，
図 3.2に示すようなチャネライザやビームフォーミングといった，衛星打上げ後
にビーム単位で通信リソースの割当状態を変更可能な制御技術を対象とする．な
お，ユーザ端末は近傍のHAPS経由で配分された通信リソースを用いて通信を行
うものとする．

3.2.2 通信要求予測の仕組み

本項では，本研究において通信要求予測モデルでの利用を想定するLSTMによ
る長期的予測の仕組みに関して説明する．
LSTMは RNN（Recurrent Neural Network）の拡張版モデルであり，時系列

データを扱うニューラルネットワークの一種である．RNNでは解決不可能であっ
た勾配消失問題や勾配発散問題に対して，LSTMではRNNにメモリセルが導入
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されており，入力ゲートや出力ゲート，忘却ゲートでLSTMセル内における情報
の流れを制御することで解決している [29,30]．これにより，時系列データ間の依
存関係を長期間にわたって学習可能となり，他の時系列予測モデルよりも高精度
で通信要求の長期的予測を実行することができる．
本研究では，衛星カバーエリア内に分布するHAPSにMECが搭載される状況

を想定し，HAPS近傍のユーザ端末群における過去のトラヒック要求量に関する
数値が格納された時系列データに基づいて，一定の時間間隔で区切られたタイム
ステップ毎に将来的なトラヒック要求量の時間変動を予測する．通信要求予測に
おいては，訓練フェーズと予測フェーズの 2つのフェーズを交互に繰り返して実
行する．
訓練フェーズでは，まず始めに各HAPSで過去のタイムステップにおけるトラ

ヒック要求量の実際値が格納された時系列データセットを訓練用データとテスト
データに分割する．次に，訓練用データを入力データ iIsとそれに対応する出力
データ ios = iφs（iφs:タイムステップ#sにおけるHAPS#iのトラヒック要求量
の実際値）のデータペアを形成して整理し，その上で膨大なデータペアに基づい
て予測誤差が一定値を下回るまで訓練を継続する．なお，iIsは直前のタイムス
テップ#(s−1)から τタイムステップ分だけ遡った期間におけるHAPS#iのトラ
ヒック要求量の実際値 [iφs−τ , . . . , iφs−1

]が格納された入力データであり，下式
のように表される．

iIs =
[
iφs−τ , . . . , iφs−1

]
, s.t. s ≥ τ, i, s, τ ∈ N (3.1)

ここで，通信要求予測で発生した予測誤差の実際値を ie
j
u+h|u と表すとすると，

ie
j
u+h|uはトラヒック要求量の実際値と予測値の差分の絶対値と同値であり，次式
で定式化される．

ie
j
u+h|u = |iφsprei,j +u+h − iφ̂

j
u+h|u|, s.t. j, u, h ∈ N (3.2)
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予測タイムフレーム 予測タイムフレーム

タイム

ステップ

タイム

ステップ

出力

訓練フェーズ予測フェーズ

スライディングウィンドウ (ウィンドウサイズ:  )

図 3.3: スライディングウィンドウを用いた通信要求予測の時間的流れ

sprei,j はHAPS#iにおいて予測タイムフレーム#jで通信要求予測を開始するタイ
ミングを示している．予測タイムフレームとは，図 3.3に示すように予測フェー
ズと訓練フェーズをセットにした時間枠である．また，q̂ は q の予測値を表し，

iφ̂
j
u+h|uと ie

j
u+h|uはそれぞれ予測タイムフレーム#jの開始時点から uタイムス

テップが経過した時点での h期先予測を通して取得したHAPS#iにおけるトラ
ヒック要求量の予測値および予測誤差の実際値を示す．なお，iφsprei,j +u+h

は過去の
タイムステップに関する数値データであるため，ie

j
u+h|uも同様に過去のタイムス

テップのみでしか算出できない点に留意する．その後，訓練用データを用いて学
習した通信要求予測モデルに対して，テストデータを用いて通信要求予測を一定
以上の精度で実行できるかを検証する．通信要求予測モデルの訓練が完了後，予
測フェーズに移行する．予測フェーズへの移行タイミングは，通信要求予測時に
生じた予測誤差が一定以下であることを満足しつつ，直前のエポックでの予測誤
差と比較して増加した場合に訓練を強制的に終了するEarly Stoppingが適用され
る瞬間とする．
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次タイムステップの入力として

トラヒック要求量の予測値を使用

入力

出力

図 3.4: LSTMモデルを用いた長期的予測の仕組み

予測フェーズ移行後は，訓練が完了した通信要求予測モデルを用いて，各HAPS

で自律的に将来的なトラヒック要求量の変動予測を継続的に実行する．予測フェー
ズで使用する入力データは，図 3.3に示すようなスライディングウィンドウを適用
した一定の時間長 τ にわたるトラヒック要求量の実際値および予測値が格納され
るものとする．このスライディングウィンドウを活用した通信要求予測を実行す
ることにより，トラヒック要求量の予測結果 iφ̂

j
u+h|uが次式に従って導出される．

iφ̂
j
u+h|u = f

( (τ−h+1) timesteps︷ ︸︸ ︷
[iφsprei,j +u−τ+h, . . . , iφsprei,j +u],

[iφ̂
j
u+1|u, . . . , iφ̂

j
u+h−1|u]︸ ︷︷ ︸

(h−1) timesteps

)
, s.t. τ ∈ N (3.3)

ここで，f(·)は括弧内で示される入力時系列データを基に通信要求予測モデルに
より iφ̂

j
u+h|uを出力する関数を表す．なお，LSTMを用いた通信要求予測モデルで

は，図 3.4に示すように，1タイムステップ先の予測値を次のタイムステップでの
入力値として取り込むことで長期的な通信要求予測が可能となる．しかし，予測
フェーズの開始時点から長時間が経過すると，次式で定式化される隣接タイムス
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テップ間でのトラヒック要求量の予測誤差 iδ
j
u+h|uが増大する傾向が生じる [31,32]．

iδ
j
u+h|u = ie

j
u+h|u − ie

j
u+h−1|u (3.4)

s.t. iδ
j
u+1|u = ie

j
u+1|u (3.5)

そのため，時間経過に伴ってトラヒック要求量の予測誤差が増大した状況下では，
後述する通信要求予測モデルの更新タイミング最適化の方針に基づいて予測フェー
ズから訓練フェーズに移行する．次式に示すように，HAPS#iにおける通信要求
予測モデルによる予測タイムフレーム#jの開始タイムステップ#sprei,j は，予測
フェーズから訓練フェーズへの移行タイミングに相当するタイムステップ#supdi,j

から予測モデル更新に要するタイムステップ数 ϱupdが経過した時点となる．

sprei,j = supdi,j−1 + ϱupd (3.6)

なお，訓練フェーズ期間中では通信要求予測の実行が中断されるため，訓練フェー
ズにおけるトラヒック要求量の予測値は直前の予測フェーズ期間内で導出した直
近の予測結果を反映するものとする．

3.2.3 通信要求予測に基づくリソース制御上の課題

本項では，HAPSからNOCに伝送された近傍のユーザ端末群におけるトラヒッ
ク要求量の予測結果を基に，NOCで直近のリソース制御が終了するタイミング
に合わせてリソース制御の切替を行う状況を想定する．通信要求予測に基づくリ
ソース制御の実行にあたり，HAPSに搭載されたMECでの通信要求予測モデル
の更新あるいはNOCでのリソース制御切替を実行するタイミングが不適切な場
合，衛星カバーエリア内に分布する各HAPSへ割り当てる通信リソース量の過不
足が無駄に発生する．具体的には，図 3.5に示すように，通信要求予測モデルの
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図 3.5: 通信要求予測モデルに係る更新タイミングの遅延により生じる問題

時間ト
ラ
ヒ
ッ
ク
要
求
量

伝
送
容
量

リソース

割当量

過剰

リソース制御タイミング不適切

図 3.6: リソース制御に係る切替タイミングの遅延により生じる問題

更新タイミングに遅延が生じると，HAPS近傍のユーザ端末群におけるトラヒッ
ク要求量の予測誤差が増大する．また，図 3.6に示すように，HAPS近傍に分布す
るユーザ端末群からのトラヒック要求量の予測値が時間的に大きく変動する時間
帯においてリソース制御に係る切替タイミングに遅延が発生すると，そのリソー
ス制御によって定まる各 HAPSへ割り当てる通信リソース量と HAPS近傍に分
布するユーザ端末群からのトラヒック要求量との差異が拡大する．
さらに，図 3.7に示すように，リソース制御の切替における時間間隔が地上系

通信システムに比べて非常に長い衛星通信システムでは，その時間間隔の最小値
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図 3.7: 衛星通信システム特有の制約に伴う実行タイミング導出上の課題

を制御周期としてもリソース割当により生じる通信リソースの無駄が最小化され
る保証はない．さらに，衛星ではビーム単位でリソース制御が実行されるため，
ビーム内に多数のユーザ端末が分布する状況では，各ユーザ端末におけるトラ
ヒック要求量の時間変動に係る相関が低いほど通信リソース割当の調整は困難に
なる．
以上を踏まえ，衛星通信システムを利用した非地上系統合ネットワークにおい

て割当リソースの無駄を削減するには，HAPS近傍のユーザ端末群におけるトラ
ヒック要求量の予測値が時間的に変動する状況に応じて通信要求予測モデルの更
新タイミングとリソース制御の切替タイミングを動的に調整可能なスケジューリ
ング方式を構築することが必要である．
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3.3 通信要求に基づくリソース制御の動的スケジュー
リング方式

本節では，非地上系統合ネットワークにおけるリソース割当時に生じる通信リ
ソースの過不足を抑制するために，衛星回線を介したHAPSとNOC間の連携に
よる通信要求予測に基づくリソース制御の動的スケジューリング方式を提案する．
提案方式の設計にあたり，衛星通信システムを用いたリソース制御に特有の時間
的制約を踏まえつつ，HAPSによる通信要求予測モデルの更新およびNOCによ
るリソース制御の切替を実行するタイミングを逐次的に最適化可能な数理モデル
を構築する．

3.3.1 提案方式の概要

図 3.8に本研究で提案する動的スケジューリング方式の概要図を示す．この提
案方式では，HAPSとNOC間の連携によって通信要求予測モデルの更新タイミン
グとリソース制御の切替タイミングが逐次的に決定されるため，通信要求分布の
時間的な変動に依らずに割当リソースの無駄が最小限に抑制される．具体的には，
HAPS側では通信要求予測モデルの更新タイミングをNOCから共有される直近
のリソース制御切替開始から一定期間のトラヒック要求量の変動予測結果に基づ
いて決定する．一方，NOC側では各HAPSにおける通信要求予測モデルの最適
な更新タイミングに従って導出されたトラヒック要求量の変動予測結果に応じて，
リソース制御の切替タイミングを逐次的に決定していく．以上の手順で継続的に
稼働する提案方式が非地上系統合ネットワークに適用されることで，各HAPSに
おける通信要求予測モデルの予測誤差が低減されるとともに，リソース制御切替
の適切性が担保され，リソース割当の周期的制御に比べて割当可能な通信リソー
スの節約に貢献する．以降で，HAPSによる通信要求予測モデルの更新ならびに

38



第 3章 通信要求予測に基づくリソース制御の動的スケジューリング

GW

Update traffic demand 
prediction model

次の予測フェーズで

使用する通信要求

予測モデルを更新

最適化対象期間における

トラヒック要求量の変動を予測

更新タイミング以降

更新タイミング以前

通信要求予測モデルの

更新タイミングを導出

NOC

で通信

次リソース制御フレーム間
リソースを再割当

通信リソース制御切替を実行

HAPS #

導出した次回のリソース

制御切替タイミングを周知

トラヒック要求量の

予測結果を共有

リソース制御切替

タイミングを導出

図 3.8: 提案スケジューリング方式の概要図

NOCによるリソース制御の切替に係る実行タイミングの決定方法に関する詳細
を説明する．

3.3.2 通信要求予測モデルの更新タイミング最適化

本項では，HAPSに付属するMECにおける通信要求予測モデルの更新タイミ
ングを逐次的に最適化可能な数理モデルについて説明する．
トラヒック要求量の時間変動に応じた無駄の少ない通信リソース割当を可能と

するために，各HAPSに搭載されたMECの通信要求予測モデルでは，HAPS近
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傍のユーザ端末からのトラヒック要求量の時間変動をLSTMで予測しつつ，時間
経過に伴って徐々に増大していく予測誤差が割当リソースの過不足量に及ぼす影
響を加味した上で，適切なタイミングで自身のモデルを更新することが必要であ
る．しかし，将来的なトラヒック要求量の実際値は未知であるが故に，将来的な
トラヒック要求量の予測誤差も同様に未知である．そこで，始めに将来のタイム
ステップにおけるトラヒック要求量の予測誤差の推定値として，下式に示すよう
にHAPS#iでの過去の隣接タイムステップ間におけるトラヒック要求量の予測
誤差の差分 iδ

ζ
u+h|uの期待値を用いる．

iδ̂
j
u+h|u = E[iδ

ζ
u+h|u]

=
1

j − 1

j−1∑
ζ=1

iδ
ζ
u+h|u (3.7)

なお，E[q]は qの期待値を表す．iδ̂
j
u+h|uと iδ

ζ
u+h|uはそれぞれ予測タイムフレー

ム#jの開始時点から uタイムステップが経過した時点におけるトラヒック要求
量のh期先予測誤差と (h−1)期先予測誤差の差分に関する実際値と推定値である．
ここで，予測タイムフレーム#jの開始時点から uタイムステップが経過した時
点でのHAPS#iにおけるトラヒック需要量の h期先予測値 êi,j,u,s+h|sを，次式に
示すように通信要求予測における 1期先予測誤差から h期先予測誤差までの総和
と定義する．

iê
j
u+h|u =

h∑
ν=1

iδ̂
j
u+ν|u (3.8)

次に，通信要求予測に基づくリソース制御により発生し得る割当リソースの過
不足量に及ぼす影響を軽減するための通信要求予測モデルの更新タイミングの最
適化について述べる．図 3.9に通信要求予測モデルにおける最適な更新タイミン
グの導出イメージを示す．図 3.9で示されるように，最適化対象期間内にわたる
各HAPSにおけるトラヒック要求量の予測誤差の推定値の総和が最小となるタイ
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図 3.9: 通信要求予測モデルの更新タイミング最適化

ミングで通信要求予測モデルの更新を実行することによって，通信要求予測に基
づくリソース制御により発生し得る割当リソースの過不足量を最小限に抑制可能
となる．この通信要求予測モデルの更新タイミング最適化を数理モデルで表現す
ると，次のように定式化できる．

supd,opti,j = arg min
supdi,j

Nhaps∑
i=1

( sprei,j+1−1∑
s=salc,optk−1 +ωhaps

iês|salc,optk−1 +ωhaps +

salc,optk +3ξalc∑
s=sprei,j+1

iês|sprei,j+1

)
(3.9)

s.t. (3.6), salc,optk−1 + ωhaps +

⌈
χupd

lunit

⌉
≤ supdi,j ≤ salc,optk + 3ξalc (3.10)

なお，Nhapsは衛星カバーエリア内に分布するHAPSの局数を表す．ξalcは衛星を
用いたリソース制御における切替間隔の最小時間長，lunitは単位タイムステップ
あたりの時間長である．salc,optk はリソース制御フレーム#kにおけるリソース制
御切替時の最適タイムステップ No.を示す．supdi,j はHAPS#iにおける予測タイ
ムフレーム#jの開始タイミング，即ち通信要求予測モデルの更新が開始した時
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点でのタイムステップNo.を表し，supd,opti,j はその最適タイムステップNo.である．
χupdは通信要求予測モデルの更新タイミング最適化に要する計算時間を，χalcは
リソース制御の切替タイミング最適化に要する計算時間を示す．また，ωhapsはリ
ソース制御切替時から次のリソース切替タイミングに係る情報が伝達されるまで
のHAPSでの待機タイムステップ数であり，次式のように定式化できる．なお，
Dul/flはユーザリンク/フィーダリンクにおける伝搬遅延を表す．

ωhaps =

⌈
χalc +Dfl +Dul

lunit

⌉
(3.11)

なお，Dul/flはユーザリンク/フィーダリンクにおける伝搬遅延を表す．

3.3.3 リソース制御の切替タイミング最適化

本項では，各HAPSに付属するMECで取得したトラヒック要求量の予測結果
を基にNOCで実行するリソース制御の切替タイミングを逐次的に最適化可能な
数理モデルについて説明する．
はじめに，本研究におけるリソース制御により発生し得る割当リソースの無駄

を示す評価指標として，HAPSにおけるトラヒック要求量の実際値と伝送容量間
の差分をリソース過不足量と定義し，下式で算出するものとする．

iΨ̂
k
ś|s = |iϕ̂ś|s − iγ

k
ś | (3.12)

なお，iΨ̂
k
ś|sはタイムステップ#sで通信要求予測を実行した際のリソース制御フ

レーム#k内にあるタイムステップ#śにおけるHAPS#iでのリソース過不足量
の推定値と定義する．iϕ̂ś|sは通信要求予測をタイムステップ#s時点で実行した
場合におけるタイムステップ#śでのHAPS#iのトラヒック要求量の推定値を表
す．このトラヒック要求量 iϕ̂ś|sの確率密度関数は次式に示すような混合正規分布
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トラヒック要求量(予測値)
ト
ラ
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要
求
量

最適化対象期間:

推定予測誤差を加味したトラヒック要求量(期待値)

推定予測誤差

伝送容量
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送
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図 3.10: リソース制御の切替タイミング最適化

に従って求められる．

iϕ̂sprei,j +u+h|sprei,j +u ∼
1

2

{
N
(
iφ̂

j
u+h−1|u + iê

j
u+h−1|u + µ[iδ

ζ
u+h|u], σ

2[iδ
ζ
u+h|u]

)
+N

(
iφ̂

j
u+h−1|u − iê

j
u+h−1|u − µ[iδ

ζ
u+h|u], σ

2[iδ
ζ
u+h|u]

)}
s.t. 1 ≤ ζ ≤ j − 1, ζ ∈ N (3.13)

なお，各HAPSで取得した予測結果 iϕ̂sprei,j +u+h|sprei,j +u
は衛星回線を通して定期的に

NOCに共有されるとする．また，iγ
k
ś はリソース制御フレーム#k内にあるタイ

ムステップ#śにおけるHAPS#iの伝送容量を表す．ここで，リソース過不足量

iΨ̂
k
ś|sを変数 ψで示す上，ψの確率密度関数を p(ψ)とすると，リソース制御切替
タイミング最適化の目的関数として用いる iΨ̂

k
ś|sの期待値E[iΨ̂k

ś|s]は以下のように
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算出される．
E[iΨ̂k

ś|s] =

∫ ∞

0

ψp(ψ)dψ (3.14)

次に，リソース制御により発生し得る割当リソースの無駄を示すリソース過
不足量を最小化するためのリソース制御切替タイミング最適化について述べる．
図 3.10にリソース制御切替における最適な実行タイミングの導出イメージを示
す．図 3.10に示すように，最適化対象期間 3ξalc内にわたる全HAPSのリソース
過不足量の期待値 E[iΨ̂k

ś|s]の総和が最小となるタイミングでリソース制御を切り
替えることによって，最適化対象期間 3ξalc内における割当リソースの無駄を最
小限に抑制できる．このリソース制御切替タイミング最適化を数理モデルにより
表現すると，以下のように定式化できる．

salc,optk+1 = arg min
salck+1

Nhaps∑
i=1

( salck+1−1∑
s=salc,optk

E[iΨ̂k+1
s|sswi,j

] +

salc,optk +3ξalc∑
s=salck+1

E[iΨ̂k+2
s|sswi,j

]

)
(3.15)

s.t. salc,optk +max
(
ξalc, ωhaps + ωnoc

)
≤ salck+1 ≤ salc,optk + 2ξalc (3.16)

sswi,j =

{
salc,optk (s ≤ supd,opti,j )

supd,opti,j (s > supd,opti,j )
(3.17)

ここで，salck ，salc,optk はリソース制御フレーム#kにおけるリソース制御切替時の
タイムステップNo.とその最適タイミングを示す．ωnocは通信要求予測の開始時
点からトラヒック要求量の予測結果に係る情報が伝達されるまでのNOCの待機
タイムステップ数を表す．

ωnoc =

⌈
χupd +Dfl +Dul

lunit

⌉
(3.18)

3.3.4 通信要求予測とリソース制御間の連携フロー

3.3.2項で構築した通信要求予測モデルの更新タイミング最適化モデルと 3.3.3

項で構築したリソース制御の切替タイミング最適化モデルを両立し，予測モデル
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更新およびリソース制御切替の実行タイミングを動的に調整可能とする連携フ
ローをAlgorithm 1に示す．Algorithm 1では，非地上系統合ネットワークに
おいて通信要求予測に基づくリソース制御を継続的に実行していく中で，HAPS

側では通信要求予測モデルの更新タイミングを，NOC側ではリソース制御の切
替タイミングを逐次的に調整しつつ，HAPSとNOC間で相互に連携する．まず，
衛星カバーエリア内に分布する各HAPSがタイムステップ#(salc,optk−1 +ωhaps)の時
点で (3.9)に基づいた予測モデル更新タイミング supdi,j の逐次的最適化を計算時間
ωnoc内で自律的に実行し，その逐次最適解 supd,opti,j を導出する．その後，各HAPS

で (3.10)で示した時間範囲において推定予測誤差を加味したトラヒック要求量の
推定値を算出し，その推定結果を衛星回線を通してNOC に伝達する．次に，タ
イムステップ#salc,optk が到来したらNOC側でリソース制御切替を実行する．そ
の上，NOCは全HAPSから共有された予測結果を用いて，(3.16)を時間範囲とす
る次回のリソース制御切替タイミング salck+1の逐次最適化 (3.15)を計算時間 ωhaps

内で実行し，その逐次最適解 salc,optk+1 を衛星回線経由で全HAPSに対し共有する．
なお，各 HAPSの通信要求予測モデルにおける直近の更新タイミング#supd,opti,j

が到来した時点で一旦予測を中断して訓練フェーズに移行し，その時点までに取
得したトラヒック要求量の実測値を入力データとして追加してから再度モデルを
更新する．モデル更新に要するタイムステップ数 ϱupdの経過後，予測フェーズに
戻って通信要求予測を再開する．
以上の過程により，通信要求予測に基づくリソース制御上でのHAPSとNOC

間の連携を通して，トラヒック要求量が時間的かつ地理的に変動する状況下にお
いても割当リソースの無駄を最小限に抑制することが可能となる．
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Algorithm 1 通信要求予測モデル更新と通信リソース制御切替の連携フロー
Initialize: j=1, k=0, snow = salc,opt0 =1.

1: while snow ≤ ltot do

2: if snow = salc,optk−1 +ωhaps then

3: Determine supd,opti,j based on (3.9) at all the HAPSs.

4: HAPS calculates {iϕ̂s|salc,optk−1
| salc,optk−1 +ωhaps≤ s≤

salc,optk +3ξalc} based on supd,opti,j and shares to NOC.

5: snow ← snow +ωnoc.

6: end if

7: if snow = salc,optk then

8: NOC switches into resource control timeframe

#(k+1) to all the HAPSs.

9: NOC derives salc,optk+1 and {iγκs | s
alc,opt
k ≤ s≤ salc,optk

+3ξalc, κ= k+1or k+2} based on (3.15) and shares

the result of salc,optk+1 with all the HAPSs.

10: snow ← snow + ωhaps.

11: k ← k + 1.

12: end if

13: if snow = supd,opti,j then

14: Shift to training phase at IoT traffic demand prediction model of the

HAPS#i in prediction timeframe #(j+1).

15: snow ← snow + ϱupd.

16: Shift to prediction phase at IoT traffic demand prediction model of the

HAPS#i in prediction timeframe #(j+1).

17: j ← j + 1.

18: end if

19: snow ← snow + 1.

20: end while
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3.4 性能評価
本節では，第 3.3節で提案した動的スケジューリング方式の性能を計算機シミュ

レーションにより評価する．

3.4.1 評価環境

本シミュレーション評価では，衛星カバーエリアを 2250 km× 375 kmの方形
領域として設定し，衛星カバーエリアの左下端を原点 (0, 0)とする xy平面にお
いてHAPSによる通信要求予測を基にNOCで電力リソース制御 [発表文献 1]を
切り替えることで，衛星ビーム#bの中心座標 xb が y=187.5 kmを満たす x軸
に平行な直線上に沿って適宜調整される状態を想定する．評価の簡略化のため，
25 km× 25 kmの正方領域を単位グリッドとして構成したグリッド平面で衛星カ
バーエリアを模擬し，衛星カバーエリア内におけるいずれかのグリッドの中心部
にHAPSが配置されているものとする．HAPSの配置数Nhapsは 10局とし，各
HAPSにおける配置座標およびトラヒック発生モデルに関するパラメータは表 3.1

に示した．なお，HAPSのトラヒック要求量の実際値は 3GPP TR 37.868で定義
される IoTトラヒック発生モデルを基に設定した [33]．
また，電力リソース制御 [発表文献 1]により定まるリソース制御フレーム#k内

のタイムステップ#sにおけるHAPS#iのスループット iγ
k
s は，シャノン=ハー

トレーの定理に従って次式から算出されるものとする．

iγ
k
s = BW · log2

(
1 + max

1≤b≤Nbm
SINRTotal

Pb,(xi,yi)

)
(3.19)

ここで，BWは衛星ビームへの割当周波数帯域幅であり，Nbmは衛星ビーム数を
表す．SINRTotal

Pb,(xi,yi)
は衛星ビーム#bの送信電力 PbおよびHAPS#i の配置座標

(xi, yi)の関数であり，詳細な導出式は [発表文献 1]を参照した．
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比較対象は，リソース制御間隔 ξalcが全シミュレーション期間全体にわたって固
定されたケースを 3つ設定し，提案スケジューリング方式におけるリソース制御
間隔の最小時間長は，(3.16)に基づいて ωhaps, ωnocを合わせた待機タイムステッ
プ数に相当する 3分 10秒とした．また，上記 3ケースの予測モデル更新間隔はリ
ソース制御間隔 ξalcと同値に設定した．
そして，提案方式の有効性検証を目的としてリソース割当により生じる通信リ

ソースの無駄を示す 2つの評価指標を用いる．1つ目の評価指標はシミュレーショ
ン期間 ltotにわたる全HAPSの総リソース過不足量Ψtotとし，以下に定義する．

Ψtot =
Nhaps∑
i=1

ltot∑
s=1

iΨ
k
s s.t. iΨ

k
s = |iγks − iφs| (3.20)

もう 1つの評価指標は，シミュレーション期間 ltot内にわたる全HAPSの総トラ
ヒック要求量の実際値に対する総スループットの比率を表すトラヒック収容率Racc

とし，次式で定義する．

Racc =
1

Nhaps ltot
·
∑Nhaps

i=1

∑ltot

s=1 min
{
iγ

k
s , iφs

}∑Nhaps

i=1

∑ltot

s=1 iφs

(3.21)

なお，伝送容量 iγ
k
s がトラヒック要求量φreq

i,s 以上のHAPSに対してはφreq
i,s と同等

のリソースを割り当てる．その他の設定パラメータは表 3.2に示す．
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表 3.2: 通信要求予測に基づく動的リソース制御の評価パラメータ設定
パラメータ 値

評価環境
HAPS配置数 (Nhaps) 10

衛星ビーム数 (Nbm) 6

周波数繰り返し数 2

衛星高度 (zsat) 35786 km

衛星カバーエリア 2250 km×375 km
グリッド面積 25 km×25 km

ユーザ/フィーダリンクにおける伝搬遅延 (duli /dfl) 0.26 sec

通信要求予測モデルの更新タイミング
90 secの逐次最適化に要する計算時間 (χupd)

リソース制御の切替タイミング
90 secの逐次最適化に要する計算時間 (χalc)

単位タイムステップあたりの時間長 (lunit) 5 sec

通信要求予測モデル
LSTMユニット数 60

学習率 0.03

バッチサイズ 32

最適化手法 Adam

損失関数 MSE

訓練フェーズでのエポック数 150

スライディングウィンドウサイズ (τ) 12 timesteps

訓練データセットとして用いた
9000 timesteps実トラヒックデータの対象時間長

通信要求予測モデルの更新時間 (ϱupd) 30 timesteps

シミュレーション期間 (ltot) 250 timesteps

電力リソース制御
各ビームへの割当周波数帯域幅 (BW) 150MHz

ダウンリンク周波数帯 20GHz

衛星の総送信電力 2 kW

衛星アンテナ開口能率 0.5

衛星アンテナ径 2.5m

アップリンク SINR 20 dB

ボルツマン定数 -228.6 dB

ダウンリンク伝搬損失 -213.5 dB

HAPSのアンテナ雑音温度 29 dB

HAPSの受信アンテナ利得 40 dBi

雑音帯域幅 83.9 dB

モンテカルロシミュレーションの試行回数 1.0 · 105
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3.4.2 評価結果

図 3.11にシミュレーション期間 ltot内にわたる全 HAPSの総トラヒック要求
量に係る実際値と予測値の時間変動結果を過去 10タイムステップの移動平均線
で示す．なお，図 3.11に示す縦点線は，通信要求予測モデルの更新が完了した
タイムステップである．このシミュレーション結果から，図 3.11(a)に示す提案
方式では，予測モデル更新間隔及びリソース制御間隔が一定である図 3.11(b)-(d)

の周期的制御と比較して，シミュレーション期間 ltot全体を通じてトラヒック要
求の実際値と予測値間の予測誤差が低減されている点が確認できる．予測モデル
更新間隔が短くなるほど通信要求予測モデルの更新頻度が多くなるため，シミュ
レーション期間全体で見ると総トラヒック要求量の実際値と予測値間の予測誤差
は減少する傾向にある．一方，提案方式を用いると，予測モデル更新間隔が一定
な周期的制御と比較して，総トラヒック要求量の予測誤差はシミュレーション期
間全体で見ると減少していることが分かる．これは，提案方式では (3.10)に示す
通信要求予測モデルの更新タイミングを設定可能な時間範囲が直近のリソース制
御間隔 salc,optk によって調整されるため，リソース制御間隔が一定の中で通信要求
予測モデルも同様に周期的に更新する場合よりも，(3.9)によって導出される通信
要求予測モデルの更新タイミングの妥当性が高まるためである．
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図 3.11: 全HAPSの総トラヒック要求量に係る実際値と予測値の時間変動
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図 3.11: 全HAPSの総トラヒック要求量に係る実際値と予測値の時間変動
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図 3.12: 通信要求予測に基づく電力リソース制御による伝送容量の時間変動

次に，通信要求予測に基づく電力リソース制御 [発表文献 1]による伝送容量の
変動結果を図 3.12に示す．図 3.12の結果より，シミュレーション期間 ltotにわた
る伝送容量の変動結果が比較対象の制御方式間で異なる上，提案方式ではリソー
ス制御間隔が一定の周期的制御と比較して，電力リソース制御によって得られる
全HAPSの総伝送容量が実トラヒック要求量の時間変動に対して最も追従してい
ることが，図 3.13に示す総リソース過不足量が最小である点から確認できる．こ
れは，通信要求予測モデルに係る更新間隔の違いに起因する通信要求予測モデル
の予測精度ならびにリソース制御間隔の時間長に起因する実トラヒック要求量の
時間変動に対する適応度の観点で，比較対象とする周期的制御よりも提案方式の
方が高いことを示している．なお，電力リソース制御 [発表文献 1]により得られ
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る全HAPSの総スループットが実トラヒック要求量の合計値に対して追従できて
いない時間帯が発生している理由は，全HAPSにおける総トラヒック要求量の予
測値が同一値であっても各HAPSのトラヒック要求量の予測値はそれぞれ異なる
上，同一周波数帯域を持つビーム間干渉が各HAPSでのスループット減少に及ぼ
す影響が各ビームの送信電力値によって変化するためであると考察する．
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図 3.13: 総リソース過不足量及びトラヒック収容率の観点での周期的制御と提案
スケジューリング方式間の比較

最後に，総リソース過不足量及びトラヒック収容率の観点での周期的制御と提
案方式間の比較結果を図 3.13に示す．図 3.13の評価結果より，本研究で提案す
る動的スケジューリング方式を適用することで，総リソース過不足量の減少およ
びトラヒック収容率の増加が示された．故に，提案スケジューリング方式によっ
て割当リソースの無駄を削減可能であることを確認した．

56



第 3章 通信要求予測に基づくリソース制御の動的スケジューリング

3.5 まとめ
本章では，衛星カバーエリア内に分布するHAPS間の地理的分布やトラヒック

要求量の予測値の関係に応じて，HAPSによる通信要求予測モデルの更新および
NOCによるリソース制御の切替を実施するタイミングを逐次的に最適化可能な
数理モデルを構築した．その上で，これらの逐次最適化モデルを連携させ，通信
要求予測に基づくリソース制御の動的スケジューリング方式を提案した．シミュ
レーションによる評価の結果，リソース制御を周期的に実行する場合と比較して
提案方式は割当リソースの無駄を削減可能であることを確認した．
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第4章
双方向中継伝送の効率化に向けた
飛翔体の送信電力制御

4.1 はじめに
本章では，非地上系統合ネットワークにおける双方向中継伝送を効率化するた

めに，アップ/ダウンリンクを使用する各地上ユーザ端末群における通信要求の
地理的分布に応じて飛翔体での両リンクに対する送信電力配分を統合的に制御可
能な数理モデルを構築する．まず，想定するシステム構成について説明するとと
もに，想定システムでの双方向中継伝送上の課題を指摘する．そして，非地上系
統合ネットワークにおける双方向中継伝送の高効率化に向けた飛翔体の送信電力
配分モデルを提案し，非地上系統合ネットワークでの双方向中継伝送の課題を解
決する．最後に数値解析によって提案モデルの有効性を確認する．
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図 4.1: 非地上系統合ネットワークでの HAPSを用いた双方向中継伝送© 2022

IEICE

4.2 想定システムとその課題
本節では，本研究において想定する非地上系統合ネットワークに関して説明す

るとともに，非地上系統合ネットワークでの双方向中継伝送上の課題を述べる．

4.2.1 想定システム

本研究では，図 4.1に示すように，低軌道衛星，HAPS及び地上端末群で構成
する非地上系統合ネットワークにおいて，低軌道衛星-地上端末群間をHAPSが
中継基地局としてアップ/ダウンリンクのそれぞれでAF（Amplify-and-Forward）
中継伝送を行う状況を想定する．アップ/ダウンリンクの周波数帯については現行
の衛星通信で用いられるKa帯を使用するとし，Ka帯等の高周波数帯域が今後地
上系で更に使用されるようになる状況を見越して，同一周波数帯域を共用するシ
ステムを想定する．各リンクでは，MF-TDMA（Multi-Frequency Time-Division
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Multiple Access）方式に基づいて低軌道衛星-HAPS間で使用する周波数帯域を
HAPS-地上端末間で重複のないように等分割してサブチャネルを割り当て，低軌
道衛星と地上端末間は直接通信しない形態とする．また，HAPSは気球型HAPS

での運用を想定し [34]，各リンクでの中継伝送に使用する複数の送信アンテナに
対してマルチポートアンプ一式を共有することで，地上端末群の通信要求に応じ
て各送信アンテナへの送信電力配分の調整を行う [35]．簡易化のため，本研究で
想定するマルチポートアンプは非線形歪みに伴う干渉の影響が生じない理想状態
とする．

4.2.2 双方向中継伝送における飛翔体の送信電力制御上の課題

非地上系統合ネットワークでHAPSを用いた双方向中継伝送を行うにあたり，
HAPSによる送信電力制御上の懸念点は 2つ存在する．一つは，アップ/ダウン
リンクに対して配分可能なHAPSの総送信電力は各々固定するという前提での検
討に留まっていたため，各リンクの伝送容量が限定される．これにより，両リン
クを使用する地上端末群間で通信要求に偏りが生じる状況においては，HAPSで
使用電力の過不足が無駄に発生する．もう一つは，現在打ち上げが進行中である
SpaceX等の大規模な衛星コンステレーションを活用すると仮定すると，低軌道
衛星-HAPS間において数分に一度の頻度でハンドオーバが実行されるため，時々
刻々と変化する地上端末群の通信要求に応じて限られた時間内で HAPSによる
アップ/ダウンリンクへの送信電力配分を逐次的に制御することが重要である．
従って，非地上系統合ネットワークでの双方向中継伝送時に通信要求を満足す

る地上端末数が常に多い状態でいるためには，アップリンク使用端末及びダウン
リンク使用端末の位置関係や通信要求の地理的分布に応じて，図 4.2に示すよう
なHAPSでの両リンクに対する送信電力配分を統合的に制御可能な数理モデルの
構築が必要である．
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図 4.2: 双方向中継伝送におけるHAPSによる送信電力配分の統合制御の概念図

4.3 双方向中継伝送の効率化に向けた飛翔体の送信電
力制御方式

本節では，非地上系統合ネットワークでの双方向中継伝送の高効率化に向けた
HAPSの送信電力配分モデルを提案する．はじめに，非地上系統合ネットワーク
における HAPSの送信電力制御を通じた双方向中継伝送の効率化について述べ
る．次に，非地上系統合ネットワークでの双方向中継伝送において，アップ/ダ
ウンリンクに配分するHAPSの送信電力等に基づいた両リンクの伝送容量の定式
化を行う．最後に，通信要求を満足する地上端末数の割合を示す要求満足度を最
大限担保しつつ，電力効率を向上可能なHAPSの送信電力配分モデルについて提
案する．

4.3.1 提案方式の概要

非地上系統合ネットワークでの双方向中継伝送に対応したHAPSの送信電力配
分モデルを構築するにあたり，本研究での評価指標として，HAPSへ接続を試み
る全地上端末に対するトラヒック要求量以上の伝送容量を担保した地上端末数の
割合を要求満足度と定義し，定式化する．しかし，この定義に基づいて記述され
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要
求
満
足
度

アップリンク

アップリンクに配分するHAPSの送信電力 [W]

ダウンリンク 両リンク総合

1

要求満足度 最大値

0

0
�

H2S  = �total

�
H2S = 0 ダウンリンク

アップリンク

要求満足基準

送信電力配分

最 適

図 4.3: 提案モデルを用いたHAPSでの送信電力配分の導出© 2022 IEICE

た要求満足度の算出式では，HAPSによる両リンクへの最適な送信電力配分の導
出に要する計算時間はシミュレーション手法に依存するため，低軌道衛星-HAPS

間におけるハンドオーバの発生間隔に対してHAPSの動的な送信電力制御が対応
できない可能性が高い．そこで，次にHAPSが両リンクに配分する送信電力と各
リンクの伝送容量間の関係を定式化する．最後に，HAPSの総送信電力の全てを
両リンク間で配分すると一旦仮定し，図 4.3のようにHAPSがアップリンクに配
分する送信電力との大小関係のみで各地上端末からの通信要求を満足するかを判
定できるように式変形し，提案モデルとして最終化する．
これにより，提案モデルを用いると，各リンクを使用する地上端末群の分布位

置や通信要求の地理的分布に応じて地上端末群の要求満足度を最大化しつつ，使
用電力を最小限に抑制可能なHAPSの最適な送信電力配分を解析的に導出できる．
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～～

ダウンリンク

低軌道衛星� HAPS 

HAPS �地上端末

図 4.4: 非地上系統合ネットワークにおける双方向中継伝送のシステムモデル

4.3.2 双方向中継伝送における伝送容量の算出モデル

本項では，非地上系統合ネットワークでの双方向中継伝送において，アップ/

ダウンリンクに配分する HAPSの送信電力等を基に，両リンクの伝送容量を定
式化する．提案モデルでは，図 4.4に示すように，低軌道衛星，HAPS，アップ
リンク使用端末 n及びダウンリンク使用端末 n′ の xyz 空間座標 Lをそれぞれ，
LS =(xS, yS, zS)，LH =(xH, yH, zH)，LulD

n =(xulDn , yulDn , 0)，LdlD
n′ =(xdlDn′ , ydlDn′ , 0)の

ように定義する．アップ/ダウンリンクを使用する地上端末の総数はNul
D , N

dl
D 台

とする．また，4.2.1項で述べた通り，アップ/ダウンリンクの各々に対して低軌
道衛星-HAPS-地上端末間で帯域幅BWul/dlを共有し，各リンクを使用する地上端
末間で重複のないように等分割する．ここでは，リンク間の干渉を回避するため，
地上端末間で異なるサブチャネルが割り当てられると仮定する．

64



第 4章 双方向中継伝送の効率化に向けた飛翔体の送信電力制御

はじめに，低軌道衛星-HAPS間及びHAPS-アップ/ダウンリンク使用端末n/n′

間のチャネル利得 gS, gulDn , gdlDn′ を定義する．本研究の想定環境では，アップ/ダウ
ンリンク帯域幅はいずれも搬送周波数と比べて非常に小さく，低軌道衛星-HAPS

間，HAPS-アップ/ダウンリンク使用端末間の伝搬路は見通し内経路（LoS経路）
が支配的であると仮定すると，チャネル利得 gS, gulDn , gdlDn′ は，基準距離 1mにお
ける電力利得 g0を用いて次式で与えられる [36]．

gS =
g0

∥LS − LH∥2
(4.1)

gulDn =
g0

∥LH − LulD
n ∥

2 , gdlDn′ =
g0

∥LH − LdlD
n′ ∥2

(4.2)

次に，アップリンクにおける低軌道衛星-HAPS間及びHAPS-アップリンク使
用端末 n間の信号対雑音電力比 (SNR: Signal-to-Noise Ratio）は下式で表される．

SNRH2S =
PH2SgS(
BWul

Nul
D

)
σ2
S

, SNRD2H
n =

PD2H
n gulDn(
BWul

Nul
D

)
σ2
H

(4.3)

ここで，PH2S, PD2H
n は低軌道衛星へのHAPSの送信電力，HAPSへのアップリン

ク使用端末 nの送信電力を示している．BWulはアップリンク帯域幅を表す．σ2
S，

σ2
Hはそれぞれ低軌道衛星及びHAPSの雑音電力密度である．同様に，ダウンリ
ンクにおける低軌道衛星-HAPS間及びHAPS-ダウンリンク使用端末n′間の SNR

は下式で表される．

SNRS2H =
P S2HgS(
BWdl

Ndl
D

)
σ2
H

, SNRH2D
n′ =

PH2D
n′ gdlDn′(
BWdl

Ndl
D

)
σ2
D

(4.4)

なお，P S2H, PH2D
n′ は HAPSへの低軌道衛星の送信電力，ダウンリンク使用端末

n′へのHAPSの送信電力を表す．BWdlはダウンリンク帯域幅，σ2
Dは地上端末の

雑音電力密度である．
上述で定式化した両リンクにおける低軌道衛星-HAPS間及びHAPS-地上端末

間の SNRを基に，HAPSでのAF中継伝送を適用した低軌道衛星-アップ/ダウン
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リンク使用端末間の伝送容量 c
ul/dl
n は次式から導出される [37, 38]．

culn =
BWul

2Nul
D

log2

(
1 +

SNRD2H
n SNRH2S

1 + SNRD2H
n + SNRH2S

)
(4.5)

cdln′ =
BWdl

2Ndl
D

log2

(
1 +

SNRS2H SNRH2D
n′

1 + SNRS2H + SNRH2D
n′

)
(4.6)

4.3.3 飛翔体における通信要求に応じた送信電力配分の最適化

本項では，非地上系統合ネットワークでの双方向中継伝送において地上端末群
の要求満足度を最大化するためのHAPSによる最適な送信電力配分を導出する．
4.3.1項にて述べた通り，本研究では評価指標として，HAPSへ接続を試みる地

上端末群内に占めるトラヒック要求量以上の伝送容量を担保した地上端末数の割
合を地上端末群における要求満足度 φと定義し，次式で定式化する．

φ =

∑Nul
D

n=1 U(culn ≥ ruln ) +
∑Ndl

D

n′=1 U(cdln′ ≥ rdln′)

Nul
D +Ndl

D

(4.7)

ここで，U(cul/dln/n′ ≥ r
ul/dl
n/n′ )は地上端末の要求満足基準であり，非地上系統合ネット

ワークに対して通信要求を行うためにHAPSへの接続を試みるアップ/ダウンリ
ンク使用端末 n/n′のトラヒック要求量 r

ul/dl
n/n′ 及び伝送容量 c

ul/dl
n/n′ の大小関係に基

づき，ステップ関数を用いて地上端末の通信要求を満足するか否かを判定する．

U(cul/dln/n′ ≥ r
ul/dl
n/n′ ) =

{
1 (c

ul/dl
n/n′ ≥ r

ul/dl
n/n′ )

0 (c
ul/dl
n/n′ < r

ul/dl
n/n′ )

(4.8)

そして，地上端末群における要求満足度 φが最大となるようなアップ/ダウン
リンクへ配分するHAPSの送信電力の組み合わせをPHと表すとすると，このPH

の最適解 P∗
Hを求める最適化問題Qは次のように定式化できる．
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Q : P∗
H = arg max

PH

φ (4.9)

s.t. PH =
{
(PH2S, PH2D

n′ ) | 1 ≤ n′ ≤ Ndl
D

}
(4.10)

PH2S +

Ndl
D∑

n′=1

PH2D
n′ ≤ P total (4.11)

なお，この最適化問題 Qでは式 (4.11)に示すように，HAPSの総送信電力 P total

内に収まるように両リンクへ配分する送信電力 (PH2S, PH2D
n′ )が調整される制約

を設けている．
次に，式 (4.8)で示される地上端末の要求満足基準Uについて，アップ/ダウン

リンクへの最適なHAPSの送信電力配分P∗
Hを解析的に導出するために，式 (4.8)

を変形する．この式変形にあたり，HAPSの総送信電力 P totalの全てを両リンク
間で配分すると一旦仮定する．上述を踏まえて，低軌道衛星へ配分するHAPSの
送信電力 PH2Sの大小関係に基づく要求満足基準によって通信要求を満たすかを
判定可能とするために，地上端末群の要求満足度をψで再定義し，次のように定
式化する．

ψ =

∑α|
PH2S=P total

α=0 U(PH2S≥ θulα )+
∑β|

PH2S=0
β=0 U(PH2S≤ θdlβ )

Nul
D +Ndl

D

(4.12)

s.t. 0≤ α|PH2S=P total ≤Nul
D , 0≤ β|PH2S=0 ≤N

dl
D (4.13)

0 ≤ θulα , θ
dl
β ≤ P total, (4.14)

θul0 = 0, θdl0 = P total (4.15)

θulα =
BWulσ2

S (1+SNRD2H
α )(22N

ul
D rulα /BWul− 1)

Nul
D gSα(1+SNRD2H

α −22Nul
D rulα /BWul

)
(4.16)

θdlβ =P total− BWdlσ2
D (1+SNRS2H)(22N

dl
D rdlβ /BWdl

− 1)

gDβ (1+SNRS2H−22Ndl
D rdlβ /BWdl

)
(4.17)
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ここで，α, βは要求満足基準 U を満たすアップ/ダウンリンクの使用端末数を表
しており，α, βの取り得る値の範囲はそれぞれ，アップ/ダウンリンクの片側に
対して HAPSの総送信電力 PH2S を全て配分する場合に U を満たす使用端末数
α|PH2S=P total , β|PH2S=0以下となる．θulα , θdlβ はアップ/ダウンリンクを使用する地
上端末の要求満足基準 U に基づく PH2Sに対する閾値を示す．なお，式 (4.12)に
示すαは θulα の昇順に，βは θdlβ の降順に従うとする．ここで，要求満足基準Uを
満たすアップ/ダウンリンクの使用端末数 (α, β)の組み合わせをΨHと定義する
と，地上端末群の要求満足度 φを最大化する最適化問題Qは，以下に定式化す
る最適化問題Q′と同義である．

Q′ : Ψ∗
H = arg max

Ψ#
H

(
θdlβ# − θulα#

)
(4.18)

s.t. Ψ#
H = arg max

ΨH

ψ (4.19)

ΨH =

(α, β)

∣∣∣∣∣∣
0 ≤ α ≤ α|PH2S=P total

0 ≤ β ≤ β|PH2S=0

 (4.20)

θulα# ≤ θdlβ# (4.21)

この最適化問題Q′では，まず地上端末群の要求満足度ψが最大となるUを満足す
るアップ/ダウンリンクの使用端末数の組み合わせΨ#

H =(α#, β#)を抽出し，そ
の上でΨ#

H が複数存在する場合は，Ψ#
H を基に算出された地上端末の要求満足基

準における送信電力 PH2Sに対する閾値 θul
α# , θ

dl
β#間の差分が最大であるΨ#

H を最
適解Ψ∗

H =(α∗, β∗)として導出する．これにより，地上端末群の要求満足度を最
大限担保しつつ，HAPSの使用する送信電力を (θdlβ∗ − θulα∗

)
[W]削減できる．以

上から，アップ/ダウンリンクに配分するHAPSの最適送信電力 PH2S∗, PH2D∗

n′ は
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θulα∗，θdlβ∗を用いて次式から導出される．

(
PH2S∗, PH2D∗

n′

)
=

(
θulα∗ ,

P total− θdlβ∗

Ndl
D

)
(4.22)

s.t. 1 ≤ n′ ≤ Ndl
D

4.4 性能評価
本節では，非地上系統合ネットワークでの双方向中継伝送において提案モデル

の有効性を評価するために数値解析を実施する．4.4.1項では評価環境について説
明し，解析時に使用したパラメータを示す．4.4.2項では地上端末群の要求満足度
に関する評価結果から，本研究で提案するHAPSの送信電力配分モデルの有効性
を確認する．

4.4.1 評価環境

本研究では，図 4.5に示すような水平方向をx軸，高度方向を z軸とする 2次元
直交座標系上で評価する．低軌道衛星とHAPSは原点に対して高度 760km，20km
に 1機ずつ配置する．地上端末は計 150台とし，アップ/ダウンリンクの使用端末
数 (Nul

D , N
dl
D )は 1台刻みで (50, 100)から (100, 50)の範囲にわたる全 51ケースを

設定の上，各ケースにおいて x軸上に原点から x軸正方向に 100kmの範囲内で使
用リンク別に地上端末を等間隔に分布させる．
なお，アップ/ダウンリンクに割り当てる周波数帯域幅BWul/dlは各リンクの使

用端末群内で均等に割り当てるものとし，HAPSへの中継伝送における低軌道衛
星及び地上端末の送信電力 PD2H/S2Hは一定とする．また，アップ/ダウンリンク
を使用する地上端末のトラヒック要求量 r

ul/dl
n は 0.5-3.5Mbps，1.5-4.5Mbpsの範

囲で一様分布に従って決定する．そして，その他パラメータを含む設定の一覧を
表 4.1に示す．
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＜各リンクの使用端末数＞

～

= 120W
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図 4.5: 評価環境

表 4.1: 双方向中継伝送における送信電力制御の評価パラメータ設定
パラメータ 値

アップ/ダウンリンク帯域幅 (BWul/dl) 250MHz

地上端末の総数 (Nul
D +Ndl

D ) 150台
HAPSのカバーエリア 100 km

低軌道衛星の軌道高度 (zS) 760 km

HAPSの航行高度 (zH) 20 km

基準距離 1mにおける電力利得 (g0) 1.59× 10−3

HAPSへの地上端末の送信電力 (PD2H) 1W

HAPSへの低軌道衛星の送信電力 (P S2H) 60W

HAPSの総送信電力 (P total) 120W

低軌道衛星の雑音電力密度 (σ2
S) -170.8 dBm/Hz

HAPSの雑音電力密度 (σ2
H) -171.6 dBm/Hz

地上端末の雑音電力密度 (σ2
D) -175.6 dBm/Hz

アップリンク端末 nのトラヒック要求量 (ruln ) 0.5-3.5Mbps

ダウンリンク端末 n′のトラヒック要求量 (rdln′) 1.5-4.5Mbps
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図 4.6: HAPSでの送信電力配分によるアップ/ダウンリンクにおける伝送容量の
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4.4.2 評価結果
まず，HAPSでの送信電力配分によるアップ/ダウンリンクにおける伝送容量

c
ul/dl
n の増減影響に関する評価結果を図 4.6に示す．なお，図 4.6と図 4.7では，アッ
プ/ダウンリンクの使用端末数 (Nul

D , N
dl
D )については (50, 100), (75, 75), (100, 50)

の 3つの評価ケースを抽出したものである．図 4.6(a)-(c)に共通する傾向として，
HAPSの総送信電力P totalが一定の下では，片方向のリンクに対する送信電力の配
分比を高めると当リンクの伝送容量は増加する一方で，他方のリンクでは配分さ
れる送信電力の低減に伴って伝送容量は減少する点が挙げられる．また，HAPSと
の水平距離が近い地上端末ほど伝送容量は高く，地上端末に対する送信電力及び
帯域幅の配分に関する本評価のポリシー上では，各リンクの使用端末数と低軌道
衛星-地上端末間の伝送容量との間に単調減少関係が存在している．一方，HAPS

から両リンクに配分する送信電力が同一であっても，各リンクを使用する地上端
末数の割合によって両リンク共に伝送容量に差異が生じていることが確認できる．
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図 4.7: アップリンクに配分するHAPSの送信電力と地上端末群における要求満
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次に，アップリンクに配分する HAPSの送信電力と地上端末群における要求
満足度の関係に関する評価結果を図 4.7に示す．図 4.7中の橙色領域は，地上端
末群の要求満足度 φが最大となる範囲を表しており，地上端末群の評価ケース
間で橙色領域の分布特性に違いが見られる．さらに，図 4.7中に示す赤色と青
色の閾値 (θulα∗ , θdlβ∗)に基づいて，両リンクに配分するHAPSの送信電力の最適値
(PH2S∗, Ndl

D×PH2D∗

n′ ) = (a): (36.8W, 77.4W)，(b): (52.1W, 61.8W)，(c): (77.9W, 34.7W)

が算出された．したがって，本評価で用いた地上端末群の分布ケースにおいては，
HAPSの総送信電力 120Wに対して約 6Wの電力が低減されたとともに，地上端
末群の要求満足度 φが最大となることを確認した．これは比率にして約 5%に相
当し，提案モデルを適用することで電力効率も向上されたといえる．
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図 4.8: 提案モデル適用による要求満足度の改善効果© 2022 IEICE

最後に，提案モデルの適用による地上端末群の要求満足度φに関する改善効果
を図 4.8に示す．図 4.8では，アップ/ダウンリンクの使用端末数 (Nul

D , N
dl
D )は 1

台刻みで (50, 100)から (100, 50)の範囲にわたる全 51ケースにおける地上端末群
の要求満足度に関する評価結果に基づいており，アップ/ダウンリンクに対する
HAPSの送信電力配分が同一の状態に維持されるパターンと提案モデルを用いて
統合制御するパターン間で箱ひげ図を用いて比較した．結果より，提案モデルが
適用されたパターンでは，地上端末群の要求満足度 φの平均値及び最小/最大値
が全評価ケースにおいて送信電力配分が同一の状態に維持される場合に得られた
数値を上回っていることを示している．したがって，提案モデルをHAPSの送信
電力配分に適用することで，非地上系統合ネットワークにおける双方向中継伝送
上の安定性が改善されたことが確認できた．
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4.5 まとめ
本章では，宇宙空間及び成層圏から広範囲に通信環境を提供する非地上系統合

ネットワークにおいて HAPSを中継基地局とした双方向中継伝送に着目し，通
信要求を満たす地上端末数の割合が最大となる HAPSの送信電力配分を解析的
に導出可能な数理モデルを設計した．提案モデルの有効性評価を実施した結果，
HAPSの送信電力配分が各リンクで同一の状態に維持される場合と比較して地上
端末群の要求満足度を最大限担保しつつ，電力効率が向上した点を確認した．
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2030年代に到来する Beyond 5G/6G時代においては，産業自動化を始め，リ
モートセンシングや災害救助等といった無線通信のユースケースが多様化してい
くとともに，それに伴う通信需要の更なる拡大が見込まれている．しかし，5G時
代までに構築された地上系ネットワークは，基地局の整備コストに対して通信料
金では採算が取れないという理由から，山間部や島嶼部等の僻地では利用可能な
領域は少ないのが現状である．ゆえに，地上系ネットワークへの依存を軽減する
ためには，宇宙空間や空中を起点とし，都市部に限らず，山間部や島嶼部などの地
理的制約の大きな領域も対象としたネットワークを新たに展開しつつ，有限の通
信リソースを通信要求に合わせて動的に割り当てることが求められる．本論文で
は，あらゆる場所への無線通信のカバレッジ拡張を通じた多種多様なユースケー
スへの対応が期待される非地上系統合ネットワークに着目し，当該ネットワーク
において通信要求を基にした動的リソース制御方式に関する研究を実施した．

以下では各章を振り返り，本論文の総括を行う．
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■ 第 1章 本論文の背景，及びその目的について述べ，本研究分野の重要性に
ついて述べた．
■ 第 2章 衛星打ち上げ後においても柔軟に通信リソース割当を変更可能な衛
星搭載機能の中でも，各衛星ビームの指向性および配置位置を制御可能な機能と
してDBFに着目し，DBF搭載型衛星通信システムを用いた送信電力とビーム指
向性の融合制御方式について提案した．はじめに，DBF搭載型衛星通信システ
ムを用いた送信電力とビーム指向性の融合制御に適用可能なスループット算出モ
デルを設計した．その上で，DBF搭載型衛星のカバレッジエリア内におけるトラ
ヒック要求量に対するスループットの比率を示すトラヒック収容率を最大化する
ために，DBF搭載型衛星により照射される各ビームの送信電力，ビーム指向性
および配置位置の最適化を図る電力リソース割当モデルを構築した．解析評価を
行った結果，DBF搭載型衛星の制御パラメータを部分的に制御する場合との比較
によって，提案方式の有効性を確認した．
■ 第 3章 非地上系統合ネットワークにおいて，リソース割当の実行後に発生し
得る通信リソースの無駄を最小限に抑制するための通信要求予測に基づくリソー
ス制御の動的スケジューリングについて述べた．はじめに，飛翔体による通信要
求予測モデルの更新およびNOCによるリソース制御の切替を実施するタイミン
グを逐次的に最適化可能な数理モデルを構築した．その上で，これらの逐次最適
化モデルを連携させ，通信要求予測に基づくリソース制御の動的スケジューリン
グ方式を提案した．性能評価の結果，リソース制御を周期的に実行する場合と比
較して提案方式は割当リソースの無駄を削減可能であることを確認した．
■ 第 4章 非地上系統合ネットワークを用いた双方向中継伝送において，アッ
プ/ダウンリンクを使用する各地上ユーザ端末群からの通信要求の地理的分布に
応じて，飛翔体での両リンクに対する送信電力配分を統合的に制御可能な数理モ
デルを構築した．提案モデルの有効性評価を実施した結果，飛翔体の送信電力配
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分が各リンクで同一の状態に維持される場合と比較して，地上ユーザ端末群の要
求満足度を最大限担保しつつ，飛翔体における使用電力の低減効果を確認した．

以上のように，本論文では，非地上系統合ネットワークにおける通信要求に基
づく動的なリソース制御方式の提案を行った．本論文の成果は，今後の非地上系
統合ネットワークを更に立体的に展開するに際して，ユーザにとっての通信品質
の改善および通信可能エリアの拡張がより一層両立できるようになるとともに，
通信オペレータにおける運用コストの大幅な削減に繋がると期待される．
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